令和２年度（２０２０年度）事業計画書
Ⅰ　情勢と課題

［総括］

○改元２年目を迎える令和２年度は、令和２年３月に中長期的な食料・農業・農村をめぐる情勢の変化を見通しつつ、今後１０年程度先までの施策の方向を示す「食料・農業・農村基本計画」が新たに見直された。

○また、ＴＰＰ１１等の経済連携協定等の発効に伴うグローバル化の一層の進展、インバウンドによる需要の創出、持続可能な開発目標（SDGs）に対する国内外の関心の高まり等、我が国の経済社会は新たな時代のステージを迎えており、特に、海外マーケットの拡大に伴う輸出促進やスマート農業の普及等、産業政策における環境が大きく変わりつつある。
○こうした中、新型コロナウイルス感染症が爆発的に拡大しはじめ、政府は４月に緊急事態宣言を発令した。これに伴う外出自粛やイベント中止等により経済環境が悪化し農産物等の需要減少や生産現場では人手不足等の課題が生じたため、官民総力を挙げて取り組んでいるところである。
○一方で、地域農業においては、農業者の高齢化と減少は深刻な状況が進んでおり、それに伴い地域農業の維持・発展や農地の有効活用が困難になることが懸念されている。

○そのため、人・農地プランの実質化による地域農業の点検の加速化とともに各種施策の一体的な実施による効率的かつ安定的な経営を目指す担い手の育成・確保と農地中間管理機構を通じた農地の集積・集約化、また、そのための農業生産基盤整備の効果的な推進が不可欠である。
○加えて、国内外の需要の変化に対応しつつ安定的に農産物を生産・供給できる経営感覚をもった担い手の育成・確保やそのような担い手に対する生産基盤の円滑な継承の他、新規就農の促進、女性の経営・社会参画等、農業現場を支える多様な人材の確保や活躍を促していかなければならない。
○以上のことから、本県農業が持続的に発展していくためには、農業の競争力強化を促進するための「産業政策」と、農業・農村の多面的機能を維持・発展させるための「地域政策」を車の両輪として推進し、そのために必要な対策を講じていく。
［担い手対策関連］　
　　○本県農業の担い手の中心である認定農業者は、全国有数の認定数により一定の「数」の確保は行われてきたが、近年は横ばい傾向で推移している。
このような中で、農業法人は年々増加傾向にあり、農業の企業化志向はますます高まりを見せている。
○また、認定農業者等の担い手が少ない地域では、地域営農組織が本県の土地利用型農業の担い手であり、農地集積の受け皿として期待されており、引き続き、地域営農組織の設立や法人化の体質強化が急務となっている。

　〇一方、昨年度、認定農業者連絡会議等の組織を通じて実施した「認定農業者・農業法人実態調査」では、法人化及び雇用の拡大、経営診断、機械・施設の整備及び新規作物の導入等による経営力向上等を目指す認定農業者・農業法人がまだまだ数多く存在しており、今後の担い手支援施策の充実・強化が必要である。
○このため、本県では「くまもと農業経営相談所」の活用や地域営農組織団体活動への支援等を通じて、認定農業者及び地域営農組織の育成・支援等を、これまで以上に重点的かつ緊急的に進めていくことが求められている。

［農地対策関連］
○食を作る基盤の源である農地については、これまで以上に、本県の悠久の宝として守り、担い手へ集積し、次の世代へ引き継いでいくことが更に重要である。

○特に、地震の被災地域では、農家の高齢化や後継者不足等により、農家数が急速に減少することが予想され、遊休・耕作放棄地の増加が懸念される。
○震災の復旧・復興をきっかけとして、より稼げる農業の実現のため、土地利用型農業においては、農作業の効率化と経営の低コスト化を目指し、複合経営における土地利用型部門などを、認定農業者や法人経営、地域営農組織等の担い手へ集積を進めることが更に必要である。

○また、中山間地域においても、主力作物である果樹等において、効率化と低コスト化による生産性の向上を目指し、担い手への集積・集約化を進める必要がある。
○このためにも、地域の話し合い活動を通して「人・農地プラン」を実質化させ、農地中間管理機構の活用をより一層加速度的に進めるなど、農業の構造改革と農地利用の再編成が重要である。

Ⅱ　基本方針
※ 上記の情勢や課題を踏まえ、令和２年度(2020年度)の目指すべき方向は以下のとおりとする。
本県農業・農村は、全国有数の食料生産供給基地として重要な役割を担うとともに、県土の環境保全や水資源のかん養などの多面的機能を有しており、また、地域社会の維持・発展など、県民の生活安定に大きく寄与している。
近年は、国内外の経済情勢に加えて、農産物価格の低迷や生産コストの増加などによる農業経営への影響、中山間地域を中心に担い手の減少と高齢化等に伴う農業生産活動や集落機能の停滞・低下が懸念される事態となっている。

また、新型コロナウイルス感染症をはじめ、大規模災害、野生鳥獣害、家畜疾病等の被害が深刻な影響を及ぼすとともに、労働力不足も依然として深刻化している。
このような中、県担い手育成総合支援協議会としては、従来から「効率的かつ安定的な農業経営を目指す」認定農業者・農業法人・地域営農組織を担い手として明確化し、担い手施策の集中化・重点化が加速度的に図られるよう取り組んでいる。
このため令和２年度（２０２０年度）は、これまで取り組んできた事項に加えて、国際化の進展も見据え、農業の競争力強化と農業・農村の振興等を一層強化していくとともに、関係機関・団体等と連携しながら、その達成に向けて取り組むこととする。
Ⅲ　重点推進事項
１．「くまもと農業経営相談所」機能の拡充と更なる経営支援の取組み
経営意欲ある認定農業者等が抱える多種多様な経営課題に対応していくため、平成３０年度(２０１８年度)より取り組んでいる「くまもと農業経営相談所」において、これまで以上に迅速な相談対応ときめ細やかなフォローアップに対応できるよう新たに「専門家コーディネーター」を２名追加し、相談所機能を強化する。
これにより相談所が登録した専門家(スペシャリスト)及び連携協定を締結した「熊本県よろず支援拠点」や、関係士会に在籍する専門家を中心とする支援チーム（専門家、普及組織、関係機関等）の派遣を効率化し、担い手の更なる経営改善の実践を後押しする。

２．認定農業者等の経営力強化の推進
認定農業者等の経営力を強化するため、市町村協議会と連携して、相談体制の整備、情報提供の充実を引き続き推進するとともに、認定農業者の経営改善計画の目標達成に向け、農家経営支援システム等を活用し経営の実態を把握するともに、農業経営相談所と連携した経営改善支援に取り組む。

さらに、女性農業者の経営参画(農業経営改善計画の共同申請)を強力に進めるため、「共同申請推進員」を設置し農業経営者としての女性認定農業者の拡大を図る。
３．農業法人の育成・支援強化
　　農業経営の発展のため法人化が拡大傾向にある中で、認定農業者等の法人化に対するきめ細かな設立支援のための、研修会・セミナー等を開催する。

４．地域営農組織の設立支援と法人化の推進

中山間地域等の担い手不足が懸念されている地域において、組織づくりに取り組むリーダーを育成するとともに、地域営農組織の設立のための合意形成活動を重点的に支援する。
また、設立された地域営農組織の運営や、組織経営の熟度に応じたフォローアップ支援を積極的に展開するとともに、法人化に向けた人材育成のための研修会の開催、先進法人組織経営者をアドバイザーとして派遣するなど支援を強化する。

さらに、農業経営相談所は地域営農組織の組織化・法人化を支援する。

５．県段階及び市町村段階における認定農業者組織及び地域営農組織団体の支援・強化
県段階及び市町村段階で活動を展開している、認定農業者及び地域営農組織団体、それぞれの組織に対する関係制度の周知とともに自己啓発活動に対する支援を実施する。
６．耕作放棄地対策の推進
耕作放棄地対策の推進に係る気運醸成、市町村協議会の再生利用活動に関する助言や指導を行い、耕作放棄地再生利用活動が円滑かつ機動的に推進されるように支援する。
７．担い手への農地集積の推進
担い手に農地を集積するため、各地域における「人・農地プラン」の実質化を進めていくとともに、県段階においては、行政と農業会議やＪＡ中央会等の関係機関とが連携し、農地中間管理機構の積極的な活用に加え、農業委員会等を通じた農地の利用調整活動による担い手への農地集積を推進する。

また、熊本県「ふるさと・農地未来づくり運動」推進本部の取組みと連携し、特に、県や市町村で指定した重点地区等においては、県交付金等の交付や農業公社の農地集積専門員をはじめとする関係者の総力を結集し、地域ぐるみの農地集積を推進する。

Ⅳ．具体的な事業計画
１．実施推進体制の整備
「くまもと農業経営相談所」業務を円滑に実施していくため、主たる事務局である一般社団法人熊本県農業会議内に、専門家コーディネーター３名及び専任・兼任職員を設置し、相談所業務及び県協議会活動の効率的かつ円滑な推進を図る。

　　　
２．総会・幹事会等の開催等
（１）総会
過年度の事業報告・収支決算の承認及び当該年の事業計画・変更及び収支予算等を決定するための総会を開催する。
また、必要に応じ臨時総会を開催することとする。
（２）幹事会
総会に付議する議案および協議会活動の具体的な内容等を協議・検討するため幹事会を開催する。
（３）市町村担い手育成総合支援協議会等担当者会議・研修会の開催
　　　当該年の具体的な行動計画の浸透等を図るため、市町村担い手育成総合支援協議会等の担当者を参集した担当者会議を開催する。
（４）全国研修会等への参加
全国段階で開催される研修会等へ担当者を参加させる。
３．認定農業者等の経営改善支援活動の実施
（１）専門家（スペシャリスト）の登録・派遣
「くまもと農業経営相談所」運営に必要となる税理士、中小企業診断士等の専門家（スペシャリスト）を登録し、認定農業者等が抱える様々な課題解決を図ることとする。

さらに、市町村担い手協議会等が主催するセミナー等へも要請に応じて支援する。
（２）法人化及び経営継承等の推進
　　　法人化を目指している認定農業者等の抱える不安を解消し、円滑な法人化を支援するための「法人化支援講座(夏期・冬期)」を開設するとともに、専門家を中心とした「個別相談会」を開催しながら、法人化及び円滑な経営継承等を支援する。
（３）担い手の組織活動等への支援
    　担い手の連帯感の醸成や農業経営の法人化等への気運の醸成、担い手の経営発展のために自主的活動を展開している県段階の担い手組織の活動に対して支援する。

（４）農家経営安定支援指導事業の実施
担い手の経営管理能力の向上を図るため、「農家経営支援システム」を活用し、各生産部会等を対象として、生産と経営が一体となった個別指導を支援するとともに、経営コンサルタント活動を展開する。
（５）担い手支援措置等の情報提供活動の実施
担い手に対する支援措置等の必要な情報について、タイムリーに情報提供を行うため、メールやホームページ、フェイスブックを活用した情報発信を行う。
４．地域営農組織等への支援
（１）地域営農組織活動への支援
県段階及び地域段階で実施する組織リーダー研修会、地域リーダーやオペレーター研修及び法人化推進のための個別相談会等の開催を支援し、組織リーダー育成と地域営農組織の法人化に向けて強化を図る。
（２）地域営農組織を設立するリーダー等の育成・支援
農地集積の受け手となる地域営農組織等の設立を推進するため、組織化・法人化推進コーディネーターを設置するとともに、農地集積加速化事業の重点地区等におけるリーダー候補や関係機関職員等を対象に、組織の意義、合意形成の進め方、法人化等を学ぶゼミ講座を開催する。
（３）地域営農組織等の法人化支援
　　　農業経営相談所の経営診断・相談機能を活用して法人化した地域営農組織等に対し、その取組実績に応じて補助金の交付を行う。
５．調査活動の実施
担い手の育成・確保に資するため、地域農業の振興や活性化に寄与した認定農業者及び集落営農の優良事例を調査し、国が行う全国優良経営体表彰事業へ推薦する。
６．耕作放棄地解消対策の継続的な実施
耕作放棄地解消に向けた取組みを推進するため、市町村や農業委員会・ＪＡ等と連携しながら耕作放棄地対策を引き続き推進する。
　
７．農地の集積支援活動の実施
（１）地域の「人・農地プラン」の実質化、農業委員会・ＪＡ等による農地の出し手と受け手のマッチングなど、関係機関の総力を挙げた農地集積の取組みを推進するとともに、JAや農業委員会、農地中間管理機構等、関係機関との連携を図ることにより、農地中間管理事業の円滑な実施を支援する。

（２）農地集積加速化事業（農地集積等交付金）の実施

　ア　県及び市町村が指定する重点地区等において、今後の担い手や集積する農地の明確化等についての話合い、農地の利用調整等を継続的に行う体制整備、「地域営農・農地集積計画」の策定及び同計画に基づく農地の集積等に係る推進について、必要に応じて指導・助言を行う。

　イ　農地集積等交付金の資金管理及び交付を行う。
